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１．策定の趣旨 

本市はこれまで、平成 17 年の合併の翌年に、第 1 次竹田市総合計画「たけた活力創

造計画 2006」を策定しました。 

第 1 次竹田市総合計画「たけた活力創造計画 2006」に掲げた将来像である「自然・

歴史・文化を育む名水名湯田園観光都市」の実現に向けて諸施策を推進してきました。 

しかし、この第１次竹田市総合計画は、平成 18（2006）年度から平成 27（2015）

年度を目標年次とする計画期間でしたが、その後、平成 28（2016）年度から令和３

（2021）年度までの７年間、計画を更新していませんでした。 

 

この間、人口は減少傾向で推移し、市財政状況も合併市町村に係る普通交付税の算定

方法の特例（合併算定替）が終了する中で、厳しい財政運営を迫られています。これま

で以上に住民のみなさんと協力してまちづくりを行うことが必要になってきます。 

 

住民のみなさんの声を聞き、課題を共有し、同じ目的に向かってまちづくりを進めて

いくためには、市の最上位計画である総合計画を再び策定することが必要だと考え、

第２次竹田市総合計画を策定することに至りました。 

また、世界共通の目標である SDGｓへの取組や、感染症対策など新たな課題への対

応が求められる時代において、新たな時代にふさわしい自治体経営を目指し、持続可

能な竹田市の実現に向けて、市民・事業者・行政の協働により、まちづくりを推進しま

す。 

 

 

平成 18 年度 

2006 年度 

平成 27 年度 

2015 年度 

令和５年度 

2023 年度 

10 年間 10 年間 

第１次竹田市総合計画 第２次竹田市総合計画 

空白期間 

７年間 

令和 14 年度 

2032 年度 
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２．計画の期間と構成 

第２次竹田市総合計画は、10 年間の基本構想と前期 5 年、後期 5 年の基本計画で構

成され、3 か年実施計画によりローリング方式を用いて中期的な視点に基づき、各施

策・事業の効率的・効果的な実施に向けた進行管理を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①基本構想（10年） 

市民・事業者・行政が共有する基本的な構想で、まちづくりの基本理念や目指すべき

まちの将来像などを示します。 

②基本計画（前期 5年・後期5年） 

基本構想に掲げるまちの将来像を実現するため、行政の経営計画として分野ごとに

施策を示します。 

③実施計画（３か年のローリング方式） 

基本計画で示した施策を事業として実施するために、事業の優先順位や財政状況等

に基づいて、具体的に各種計画の調整を図る計画です。３年間を期間とするローリン

グ方式で毎年策定します。 

④リーディングプロジェクト 

まち・ひと・しごと創生法の目的や基本理念を踏まえつつ、基本計画の重点課題を推

進するため、人口減少対策を中心としたリーディングプロジェクトを位置付け、将来

像の実現を目指します。リーディングプロジェクトについても、基本計画と同期間で

見直していくものとします。 

 

基本構想 

10 年間 

前期基本計画 後期基本計画 

５年間 ５年間 

令和５年度 

2023 年度 

令和 14 年度 

2032 年度 

令和 10 年度 

2028 年度 

第
２
次
竹
田
市
総
合
計
画 

令和９年度 

2027 年度 
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３ 竹田市の概要 

（１）竹田市の位置・地勢・交通 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 竹田市は大分県の

南西部に位置し、くじ

ゅう連山、阿蘇外輪

山、祖母山麓に囲まれ

た地にあります。 

 国道 57 号、442 号、

502 号の国道を中心

に、県道や市道が市域

全体をカバーするよ

うに形成されていま

す。幹線は国道 57 号

で、大分市、熊本市の

両県都を結び、九州の

東西を連結する道路

となっています。鉄道

は大分と熊本を結ぶ

ＪＲ豊肥本線が走り、

中間点の役割を果た

しています。 
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（２）竹田市の歴史 

戦国時代に志賀氏が岡城に入城後、豊臣秀吉の天下統一のころに中川氏が移封し、竹

田村に城下町を造成しました。その後、商業を中心として発展し、西南の役によりその

多くを消失したものの、現在でも市内中心部には、武家屋敷通りなどの古い面影を多

く残しています。 

「竹田市」の歴史は、昭和 29 年 3 月 31 日 10 か町村の合併に始まります。当時の

竹田町、豊岡村、玉来町、松本村、入田村、嫗岳村、宮砥村、菅生村、宮城村、城原村

の合併により市制が施行され、その後、昭和 30 年 7 月に大野郡緒方村から大字片ヵ瀬

が編入。平成 17 年 4 月 1 日には、荻町、久住町、直入町と合併して新しい竹田市が

誕生しました。 

 

（３）竹田市の産業 

広大肥沃な大地や豊かな草資源、夏季冷涼な気象条件を活かした農業と、自然だけで

なく歴史や文化にも触れ合える観光が盛んです。 

農業は米を中心に、大分県の特産品であるカボスや椎茸、トマトやスイートコーンと

いった野菜、サフランをはじめとする花き、肉用の豊後牛などを生産しています。 

観光では、岡城跡、武家屋敷、瀧廉太郎記念館などの史跡や文化財、絶え間なくこん

こんと湧き出る竹田湧水群や白水の滝などの名水、さらには日本一の炭酸泉といわれ

る長湯温泉、開放感あふれる雄大な久住高原が訪れた人たちを魅了しています。中で

も久住の花公園は、大分県を代表する観光施設として知られています。 

 

 

グラフまたは写真挿入 グラフまたは写真挿入 
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（４）竹田市の人口 

① 人口・世帯数が減少する町 

国勢調査による令和２（2020）年の人口は 20,332 人で、県内で 14 番目の人口規

模の市です。平成 27（2015）年から５年間で 2,000 人減少しました。 

５年間の人口増減率をみても、県内で 4 番目に高い減少率となっています。 

 人口総数 
（人） 

５年間の 
人口増加数 

（人） 

５年間の 
人口増減率 

（％） 

５年間の世帯
増減率 
（人） 

人口密度 
(1 ㎢当たり) 

（人） 

竹田市 20,332 14 ‐2,000 9 -8.96 14 -4.41 16 42.6 17 

豊後大野市 33,695 8 ‐2,889 14 -7.90 12 -3.81 14 55.9 15 

由布市 32,772 9 -1,490 7 -4.35 5 -0.87 7 102.6 10 

別府市 115,321 2 -6,817 18 -5.58 6 -2.32 10 920.1 2 

大分市 475,614 1 -2,532 12 -0.53 1 2.96 2 946.7 1 

 

 

② 人口特性と課題 

国勢調査による令和２年（2020 年）の総人口は 20,332 人となっています。 

 

 

 

 

 

 

資料：令和２年国勢調査 

※網掛けは県内 18 市町村の順位 

2000 年もしくは 2010 年と 2020 年の人口ピラミッド挿入予定（作成中） 
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（５）竹田市の財政 

 

人口ビジョンにあるような中期推計を入れるか？ 

最新のものあるか？ 
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４ 世の中の動き 

我が国を取り巻く様々な環境変化に積極的に対応していくことが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

AI1IoT2DGs 

345DX6 

                                                   
1 AI とは、「Artificial Intelligence」の略称で、日本語では人工知能を指します。 
2 IoT とは、「Internet of Things」の略称で、日本語ではモノのインターネットと呼びます。 
3 SDGs とは、Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称で、2015 年 9 月の国連サミットで採択され

たもので、国連加盟 193 か国が 2016 年から 2030 年の 15 年間で達成するために掲げた目標です。 
4 LGBTQ とは、レズビアン（女性同性愛者）、ゲイ（男性同性愛者）、バイセクシュアル（両性愛者）、トランスジェンダー

（生まれた時の性別と自認する性別が一致しない人）、クエスチョニング（自分自身のセクシュアリティを決められない、分か

らない、または決めない人）など、性的少数者の方を表す総称のひとつです。 
5 ダイバーシティとは、性別、人種、国籍、宗教、年齢、学歴、職歴など多様性のある状態のことを指します。 
6 DX とは、ICT の浸透が人々の生活をあらゆる面で良い方向に変化させることです。 

•ＡＩ1・ＩｏＴ2・ビッグデ

ータ等の最新情報技術が飛
躍的に発展

•生活の様々な面で便利にな
る可能性

•通信基盤の強化とそれを使
いこなす必要性の高まり

第４次産業革命

•自然災害や差別、貧困など
が世界的に深刻化

•17の国際目標に向けた取り
組み強化

•国だけでなく、自治体にお
ける取組の推進の必要性

ＳＤＧｓ3

•災害や犯罪の多様化

•消防・救急体制の広域化

•医師不足と広域医療連携

•空き家が目立つように

•要介護状態になっても、介
護職の不足で介護施設に入
れない状態

•新型コロナと新しい生活様
式

安全・安心

•労働力不足が深刻化

•人口減少に伴い市場規模が
縮小すると、事業所の撤退
等の可能性

•働き方改革によって多様な
働き方が可能に

•跡継ぎ問題

•外国人労働者が増加

労働力不足

•全国的な人口減少

•少子高齢化が進み、様々な
所で担い手不足が深刻化

•子育て世代の減少が深刻化

•子どもの数が減少し、学校
の統廃合が進展

人口減少

•インフラ（道路や公共施設
等）の老朽化

•公共交通の利便性低下

•医療や福祉にかかる費用の
増大

•人口減少により税収の低下

•自治体DX6の推進

•電子申請・電子決裁

行財政

新型ウイルス 

ダイバーシティ 5 

ＬＧＢＴQ4 単身高齢者の増加 

テレワーク 

再生可能エネルギー 

脱炭素社会 

ワーク・ライフ・バランス 

豪雨 地震 

雪対策 貧困 

地球温暖化 

関係人口 

マイナンバー 

地方創生 空き家・空き店舗 

子育て・介護と就労の両立 

福祉人材不足 見守り活動 異常気象 耕作放棄地 

女性活躍推進 生涯活躍推進 

商業の衰退 

担い手不足 

職員減少 

スマート農業 
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４ これから踏まえるべき新たな視点 

（１）2040年の姿 

自治体戦略 2040 構想研究会による「第一次・第二次報告」においては、2040 年に

労働力不足が社会の大きな課題になることを指摘しています。これは、人口減少及び

少子高齢化に起因するもので、特に若年者の減少が懸念されています。 

労働力不足は、自治体にも影響し、自治体職員数も同様に減少していくことが見込ま

れます。同時に自治会の機能低下や民間企業の撤退、家族の扶助機能の低下などが生

じ、まち全体の機能低下が起こる可能性があります。 

また、税収や行政需要への影響も考慮しつつ、自治体は持続可能な形で住民サービス

を提供し続けることが必要となり、今まで以上に住民が主役となるまちづくりが求め

られます。 

こうした将来的課題に対して、自治体戦略 2040 構想研究会は、新たな自治体行政

の基本的考え方として、スマート自治体への転換と公共私によるくらしの維持を挙げ

ています。 

① スマート自治体への転換 

自治体は、ＡＩやロボティクス等最新技術の活用と、自治体行政の標準化・共通化の

推進により、仕事の仕方を劇的に変革し、少数の職員でも公共サービスを維持してい

く必要があります。 

 

破壊的技術7 

 

8 

 

 

                                                   
7 破壊的技術とは、製品やサービスにおいて、従来の価値基準での高性能化・高品質化を求めるのでなく、経済性・利便性・

簡易性などの面で新たな価値を消費者にもたらす技術です。 
8 スマート自治体とは、システムや AI 等の技術を駆使して、効果的・効率的に行政サービスを提供する自治体のことです。 

 ＜破壊的技術 7
（AI・ロボティクス）を使いこなすスマート自治体へ＞

🔲 経営資源が大きく制約されることを前提に、従来の半分の職員でも自治体が本来担

うべき機能を発揮できる仕組みが必要。 

🔲 全ての自治体で、AI・ロボティクスが処理できる事務作業が全て AI・ロボティクス

によって自動処理するスマート自治体 8へ転換する必要。 

＜自治体行政の標準化・共通化＞ 

🔲 標準化された共通基盤を用いた効率的なサービス提供体制へ。 

🔲 自治体ごとの情報システムへの重複投資をやめる枠組みが必要。円滑に統合できる

ように、期限を区切って標準化・共通化を実施する必要。 

⇒ 自治体の情報システムや申請様式の標準化・共通化を実効的に進めるためには、新

たな法律が必要となるのではないか。 

※自治体戦略 2040 構想研究会「第一次・第二次報告」より作成 



第１章 総論 

10 

② 公共私によるくらしの維持 

人口減少と高齢化の進展は、家族の縮小と孤立化へ影響し、公共私それぞれのくらし

を維持する力が低下していくことが懸念されます。従来の地域社会や家族が担ってき

た領域において、社会問題となるような事態を避けなければなりません。 

そのためには、ソーシャルワーカー9など技能を習得したスタッフが随時対応する組

織的な仲介機能が求められ、地域のくらしを支える担い手を確保していく必要があり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     10 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
9 ソーシャルワーカーとは、社会の中で生活する上で実際に困っている人々や生活に不安を抱えている人々、社会的に疎外さ

れている人々と関係を構築して、様々な課題にともに取り組む援助を提供するソーシャルワークを専門性に持つ対人援助専門

職の総称です。 
10 シェアリングエコノミーとは、典型的には個人が保有する遊休資産（スキルのような無形のものも含む）の貸出しを仲介す

るサービスであり、貸主は遊休資産の活用による収入、借主は所有することなく利用ができるというメリットがあります。貸

し借りが成立するためには信頼関係の担保が必要ですが、そのためにソーシャルメディアの特性である情報交換に基づく緩や

かなコミュニティの機能を活用することができます。 

 ＜プラットフォーム・ビルダーへの転換＞ 

🔲 人口減少と高齢化により、公共私それぞれのくらしを支える機能が低下。 

 ⇒ 自治体は、新しい公共私相互間の協力関係を構築する「プラットフォーム・ビルダ

ー」へ転換する必要。 

🔲 共・私が必要な人材・財源を確保できるように公による支援や環境整備が必要。 

＜新しい公共私の協力関係の構築＞ 

🔲 全国一律の規制を見直し、シェアリングエコノミー10 の環境を整備する必要。 

🔲 ソーシャルワーカーなど技能を習得したスタッフが随時対応する組織的な仲介機

能が求められる。 

🔲 定年退職者や就職氷河期世代の活躍の場を求める人が、人々のくらしを支えるため

に働ける新たな仕組みが必要。地域を基盤とした新たな法人が必要。 

🔲 地方部の地縁組織は、法人化等による組織的基盤の強化が必要。 

＜くらしを支える担い手の確保＞ 

※自治体戦略 2040 構想研究会「第一次・第二次報告」より作成 

※「プラットフォーム・ビルダー」 

「プラットフォーム」という言葉は、ソフトウエアが動作するときの基盤のことを指し、ここでいうソフトウエアとは、「各

府省の施策」を意味します。「自治体戦略 2040 構想研究会報告」で、自治体は「サービス・プロバイダー（公共サービスを

提供する側）」から「プラットフォーム・ビルダー」になる必要があるとしています。 

つまり「共（地域の団体）や私（民間企業）」にソフトウエアとしての「各府省の施策」を動かす「プラットフォーム」の

役割を任せ、自治体はその管理者として「共や私」において必要な人材や財源を確保できるようにする「支援や環境整備」を

行う役割を担うという考え方です。 
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（２）誰一人取り残さない持続可能な開発目標 

持続可能な開発目標の略称であるＳＤＧｓは、平成 27（2015）年９月の国連サミッ

トで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に記載された平成 28

（2016）年から令和 12（2030）年までの国際目標です。 

持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・169 のターゲットから構成され、地

球上の誰一人として取り残さないことを誓っています。 

ＳＤＧｓは発展途上国のみならず、先進国も取り組むべきユニバーサル（普遍的）な

ものであり、自治体として今後の施策の企画・立案・実行の各プロセスにおいて、ＳＤ

Ｇｓの理念に配慮した施政運営に努めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標 1 ［貧困］  
あらゆる場所あらゆる形態の
貧困を終わらせる 

目標2 ［飢餓］ 
飢餓を終わらせ、食料安全保
障及び栄養の改善を実現し、
持続可能な農業を促進する 

目標3 ［保健］ 
あらゆる年齢のすべての人々
の健康的な生活を確保し、福
祉を促進する 

目標4 ［教育］ 
すべての人に包摂的かつ公正
な質の高い教育を確保し、生
涯学習の機会を促進する 

目標5 ［ジェンダー］ 
ジェンダー平等を達成し、す
べての女性及び女児のエンパ
ワーメントを行う 

目標6 ［水・衛生］ 
すべての人々の水と衛生の利
用可能性と持続可能な管理を
確保する 

目標7 ［エネルギー］ 
すべての人々の、安価かつ信頼で
きる持続可能な近代的なエネル
ギーへのアクセスを確保する 

目標8 ［経済成長と雇用］ 
包摂的かつ持続可能な経済成長及び
すべての人々の完全かつ生産的な雇

用と働きがいのある人間らしい雇用
（ディーセント・ワーク）を促進する 

強靭（レジリエント）なインフラ構築、包

摂的かつ持続可能な産業化の促進 
及びイノベーションの推進を図る 

目標 10 ［不平等］ 
国内及び各国家間の不平等を是
正する 

目標 11 ［持続可能な都市］ 
包摂的で安全かつ強靭（レジリエ
ント）で持続可能な都市及び人間
居住を実現する 

持続可能な消費生産形態を確保
する 

目標 13 ［気候変動］ 
気候変動及びその影響を軽減
するための緊急対策を講じる 

目標 14 ［海洋資源］ 
持続可能な開発のために、海
洋・海洋資源を保全し、持続
可能な形で利用する 

目標 15 ［陸上資源］ 

目標 16 ［平和］ 

目標 17 ［実施手段］ 
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（３）デジタル社会への加速化 

① Society5.0 

Society5.0 と は 、 こ れ ま で の 狩 猟 社 会

（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業

社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）

に続く、「サイバー空間（仮想空間）とフィジカ

ル空間（現実空間）を高度に融合させたシステ

ムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立

する、人間中心の社会（Society）」とされていま

す。 

自治体は、Society5.0 で実現する未来を思い

描きながら、住民の利便性向上に向け、整備す

べき情報化基盤を導入し、情報化施策に取り組んで行く必要があります。 

 

 

② DX（デジタルトランスフォーメーション） 

政府において「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」が決定され、目指すべ

きデジタル社会のビジョンとして「デジタルの活用により、一人ひとりのニーズに合

ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会～誰一人取り残さない、

人に優しいデジタル化～」が示されました。 

ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）とは、「ＩＣＴの浸透が人々の生活をあ

らゆる面で良い方向に変化させること」と定義されています。従来使われてきた「ＩＣ

Ｔの利活用」がすでに確立された産業を前提に、あくまでその産業の効率化や価値向

上を実現するものであったのに対し、デジタルトランスフォーメーションにおいては、

その産業のビジネスモデル自体を変革していくということにあるとされます。 

自治体においても、電子申請などの行政手続のオンライン化をはじめ、「すぐ使えて」、

「簡単で」、「便利な」行政サービスを実現させるための取組（「自治体ＤＸ」という。）

が進められています。 

自治体は、強固な情報セキュリティの確立とともに住民の利便性を高めていくため、

自治体ＤＸを加速化させていく必要があります。 
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（４）あらゆる危機への備え 

① ウイルス・感染症等への対応 

2020 年以降における新型コロナウイルス（COVID-19）の世界的な流行は、これま

での日常生活の多くの常識を制約し、普段の生活を覆すような変化をもたらしました。

ワクチン接種のほか感染防止対策としてソーシャルディスタンスや手洗い・消毒の励

行やテレワーク、オンライン会議、時差通勤などの働き方改革など、新しい生活様式の

定着化を図っていかなければなりません。 

未知なるウイルス・感染症に対しては、国や県、関係機関と連携のもと対応していく

とともに住民の安全・安心確保に努めていく必要があります。 

 

 

② 防災・減災の取組 

気候変動による局所的短時間豪雨災害等の頻発化・激甚化や、南海トラフ巨大地震・

首都直下地震等の巨大地震の発生が予測されています。土砂災害、竜巻災害等市区町

村内の一部の地域へ大きな被害を与える局所災害も毎年のように発生しています。ま

た、社会活動が複雑化している中、他地域での災害により大きな影響を受けることも

懸念されます。 

災害への第一義的な対応は市区町村に求められます。 

新型コロナウイルスの影響により、避難所運営のあり方も改善の必要性が出てくる

など、災害の頻発や大規模化とは異なる社会情勢に配慮した対応も求められます。 

住民の生命・財産を守るため、防災・減災体制のさらなる強化を推進していく必要が

あります。 
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③ 国土強靭化の必要性 

国土強靱化とは、大規模自然災害等に備えるため、事前防災・減災と迅速な復旧復興

に資する施策を、まちづくり政策や産業政策も含めた総合的な取組として計画的に実

施し、強靱な国づくり・地域づくりを推進するものです。 

防災は、基本的には、地震や洪水などのリスクを特定し、そのリスクに対する対応を

とりまとめ、リスクごとに計画が立てられます。一方、国土強靱化は、リスクごとの対

処対応をまとめるものではありません。あらゆるリスクを見据えつつ、どんな事が起

ころうとも最悪な事態に陥る事が避けられるような強靱な行政機能や地域社会、地域

経済を事前につくりあげていこうとするものです。 

自治体は、大規模自然災害時に人命を守り、経済社会への被害が致命的にならないよ

うにする「強さ」と、受けた被害から迅速に回復する「しなやかさ」を備えた国土、経

済社会システムを平時から構築していく必要があります。 

 

 

④ 脱炭素社会への取組 

我が国は、現在、年間で 12 億トンを超える温室効果ガスを排出しています。 

2015 年に合意されたパリ協定では、「世界全体の目標として産業革命前からの気温

上昇を 2 度より、かなり低く抑え 1.5 度未満に向けて努力する」ことが決定され、2018

年に採択された気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の特別報告書では、この目標

を達成するためには 2050 年頃に実質ゼロに達することが必要と報告されました。 

このカーボンニュートラル11への挑戦が、産業構造や経済社会の変革をもたらし、大

きな成長につながるという発想から、政府は 2050 年までに温室効果ガスの排出を日

本全体として実質ゼロにする「2050 年カーボンニュートラル」を目指すことを宣言し

ました。 

環境省では、「ゼロカーボンシティ」の表明を全国の自治体へ呼びかけており、こう

した動向を踏まえた行動を起こしていく必要があります。 

 

 

                                                   
11 カーボンニュートラルとは、温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させることで実質ゼロを目指すことです。 
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１．まちづくりの基本理念 

本格的な少子高齢社会の到来により、人々の暮らしに様々な影響を及ぼすことが予

想される今こそ、市民一人ひとりが笑顔で過ごせる安心で安全なまちづくりが求めら

れています。 

子どもたちが元気に学び・遊び、医療や福祉が充実していて、いつまでも健康でいら

れる安心のまち。豊かな自然環境のもと、みんなに優しい都市基盤が整備され、快適に

暮らせる安全なまち。そんなまちづくりが大切です。 

市民一人一人が笑顔で過ごすことができ、自分なりのチャンスを生かせる安心・安全

のまちを実現するために、まちづくりの基本理念を次のように定めます。 

 

 

 

 

 

 

２．将来像 

まちづくりの基本理念に基づき、市民・事業者・行政がお互いの強みやコミュニティ

の絆を生かした協働のまちづくりを進めることで、本市の魅力を更に伸ばしていくこ

とが必要です。 

また、医療や福祉が充実し、都市基盤が整った便利で安心・安全なまち、産業が元気

で多様な働き方が選択できるまち、観光客や学生など市内外問わず多くの人でにぎわ

うまちを目指し、活力と夢にあふれた竹田市を創造するため、10 年後の将来像を次の

ように掲げます。 

 

  

案１ 今を大切にし、将来に備えるまちづくり 

案２ 活力に満ち、誰もが誇れる、我がまち竹田 

案１ 安心して暮らすことができ、訪れたい・住みたいと感じ

る魅力あふれるまち「たけた」 

案２ だから好き！！ たけた 

案３ チャンスを生かし チャレンジを応援するまち たけた 
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３．人口の将来展望 

「第２期竹田市人口ビジョン」で示している通り、人口減少を緩やかにし、世代別人

口バランスを改善することで持続可能な地域社会を目指し、竹田市の 2045（令和 27）

年の総人口は 12,600 人と設定します。 

2045（令和 27）年目標人口 12,600 人 

（出生率 2.1 人、毎年の転出抑制者数・転入者数平均 20 人） 

 

2045（令和 27）年時点の目標人口である 12,600 人は、社人研推計（11,519 人）

より 1,081 人の増加が見込まれます。将来目標人口の独自推計では、出生率及び若い

世代の純移動率を上昇して設定したことから、社人研推計と比較し、年少人口が 421

人増、生産年齢人口は 628 人増、老年人口は 11 人増となっています。 

グラフ挿入（人口ビジョン図表 51） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ挿入（人口ビジョン図表 52） 

  



第２章 基本構想 

18 

４．将来都市構造 

 

 

 

（１）基本的な考え方 

本市では、市民の発言から地域単位・集落単位でそれぞれのレベルに応じた拠点性の

高い地区が必要であることが把握されたことや、人々の生活・就業活動の広域化、モー

タリゼーションの進展に伴い、豊後大野市や大分市などの他市町とのつながりが進展

している実態を踏まえ、「拠点地区」と「連携軸」による将来都市構造モデルを設定す

ることとしました。 

拠点地区は、都市機能の集積度や市民からの需要に応じて、「都市拠点地区」、「地域

拠点地区」、「近隣生活拠点地区」の３種類に区分します。また、連携軸は、「広域連携

軸」、「地域連携軸」の２種類に区分しています。 

 

竹田市の将来都市構造モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「拠点地区」（３種類）と「連携軸」（２種類）により構成され

る将来都市構造モデルを設定します。 
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（２）将来都市構造 

要素 区分 概要 

拠点地区 

都市拠点地区 

高次な都市機能が集

積し、多様な都市的

サービスを提供でき

る地区 

【対象】：豊後竹田

駅周辺や国道 57

号沿いの商業エリ

ア等を含んだ２か

所の地区 

竹田・豊岡地

区、玉来・松

本地区 

地域拠点地区 

公共施設や商業施設

が集積し、基本的な

都市的サービスを提

供できる地区 

【対象】：支所、道

の駅などを中心に

生活機能が集中す

る５か所の地区 

荻、久住、長

湯、菅生、城

原 

近隣生活拠点地

区 

日常生活の暮らしを

支えるサービスを提

供できる地区 

【対象】：中心集落

で郵便局や公民館

などの基礎的な生

活機能を有する 10

か所の地区 

岡本、明治、

入田、嫗岳、

宮砥、宮城、

柏原、都野、

白丹、下竹田 

連携軸 

広域連携軸 

主に、周辺市町村と

本市を結び、都市間

連携と交流を支える

幹線交通路（国道ク

ラス） 

【対象】：中九州横断道路、国道 57

号、国道 442 号、国道 502 号 

地域連携軸 

主に、拠点地区相互

を結び、地域間連携

と交流を支える幹線

交通路（県道クラス） 

【対象】：県道８号（竹田五ヶ瀬

線）、県道 30 号（庄内久住線）、県

道 47 号（竹田直入線）、県道 135

号（高森竹田線）などの地域間を

結ぶ主要地方道 

土地利用 

都市的地域 
国土利用計画法に基づく土地利用基本計画において「都

市地域」に指定されている地域 

農業的地域 
国土利用計画法に基づく土地利用基本計画において「農

業地域」に指定されている地域 

森林的地域 
国土利用計画法に基づく土地利用基本計画において「森

林地域」に指定されている地域 

自然公園的地域 
国土利用計画法に基づく土地利用基本計画において「自

然公園地域」に指定されている地域 
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竹田市の将来都市構想図 
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５．まちづくりの柱 

将来像を実現するために 6 つの「まちづくりの柱」を定め、総合的かつ戦略的にま

ちづくりを進めます。 

① 働く人がいきいきと輝く 活力のまち（産業の分野） 

農業・商業・工業の振興を図るとともに、積極的に企業誘致を推進することで、元気

で活力あるまちを目指します。また、市内の観光資源の有機的な活用を進め、多くの人

が市外から訪れるにぎわいのまちを目指します。 

② 自分らしく安心して生活できる 健康長寿のまち（健康福祉の分野） 

医療や福祉、介護などの連携を進めるとともに、幅広い世代で健康づくりに取り組

み、誰もが住み慣れた地域で、いつまでも心も身体も健康で自分らしく輝ける健康長

寿のまちを目指します。 

③ 子どもも大人も成長する 学びのまち（教育・文化の分野） 

子育てしやすい環境整備や乳幼児期、小・中学校における教育の充実を図るととも

に、子どもたちが健やかに成長する環境整備を推進します。また、大人が学習できる機

会を創出していき、歴史・文化の薫る学びのまちを目指します。 

④ 便利で快適に暮らせる 安全のまち（生活基盤の分野） 

計画的な土地利用や各種インフラの整備と適正な維持管理を進めるとともに、防犯

や交通安全対策、防災・減災対策を充実することで、誰もが快適に暮らせる安全のまち

を目指します。 

⑤ 自然と共生する エコのまち（環境の分野） 

省エネや創エネ、蓄エネの更なる取組を進めるとともに、ごみの削減とリサイクルを

推進することで資源循環型の環境にやさしいエコのまちを目指します。また、豊かな

自然環境の保全と活用により、誰もが癒しを感じられる自然と調和したまちを目指し

ます。 

⑥ 堅実財政で未来へ投資する サステナビリティのまち（行財政の分野） 

地域活動や地域における人づくりを支援するとともに、地域の特徴を生かしたまち

づくりを推進し、人と地域がつながる支え合いのまちを目指します。また、複雑化・専

門化する行政需要に適切に対応するため、堅実な財政基盤を確立するとともに、未来

へ投資するサステナビリティな行財政運営を進めるまちを目指します。
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●『住みやすい』という人が

56.1％となっています。 

一方、『住みにくい』は 19.9％で

約２割を占めています。 

●『住み続けたい』という人が

76.5％となっています。 

一方、『住みたくない』は

17.0％となっています。 

１ 住民意識（アンケート調査結果） 

①  調査目的 

本市の現状評価や定住意向をはじめ、今後期待するまちづくりの方向や各分野にお

ける施策要望など、住民の意識構造の実態を把握し、計画づくりの基礎資料とするた

め、アンケートを実施しました。 

 

② 調査概要 

調査対象 市内に居住する 18歳以上の住民 配布数 2,000票 

抽出方法 無作為抽出 有効回収数 814票 

調査方法 郵送法（郵送による配布・回収） 有効回収率 40.7％ 

調査期間 令和３年 12月   

 

③ 市の住みやすさについて 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

④ 今後の定住意向について 

 

 

 

 

 

 

 

 

※『住みやすい』は「住みやすい」と「どちらかと

いえば住みやすい」の合計。『住みにくい』は

「どちらかといえば住みにくい」と「住みにくい」

の合計。 

※『住み続けたい』は「住み続けたい」と「どちら

かといえば住み続けたい」の合計。『住みたく

ない』は「どちらかといえば住みたくない」と

「住みたくない」の合計。 

※アンケート結果は資料編を参照してください 



２ 住民意識（ワークショップ結果） 
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２ 住民意識（ワークショップ結果） 

 

 

 後で挿入 
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３ 課題の整理 

 

 

 

 

後で挿入 



４ 前期基本計画とＳＤＧｓ 
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４ 前期基本計画とＳＤＧｓ 

 

 

 

 

後で挿入 

（施策ごとのＳＤＧｓ対応表） 
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５ 前期基本計画の施策体系図 

 

 

 

まちづ

くりの

基本理

将来像 まちづくりの柱 分野別テーマ 基本施策

３ 教育・文化

３－１ 子育て支援の充実

３－２ 乳幼児期における支援の充実

３－３ 学校教育の充実

３－１－１ 子育てしやすい環境づくり

３－１－２ 青少年の健全育成

３－２－１ 乳幼児期における支援の充実

３－３－１ 学校教育の充実

３－３－２ 教育環境の整備

３－３－１ 生涯学習の推進

３－３－２ 生涯スポーツの推進

３－４－１ 文化・芸術の振興

３－４－２ 文化財保護

３－４ 生涯学習・生涯スポーツ

の推進

３－５ 文化・芸術の振興

２ 健康福祉

２－１ 健康づくりの推進

２－２ 保健・医療の充実

２－３ 地域福祉と社会保障の充実

２－４ 高齢者福祉の充実

２－５ 障害者福祉の充実

２－１－１ 健康づくりの推進

２－２－１ 保健体制の充実

２－２－２ 医療体制の充実

２－３－１ 地域福祉の推進

２－３－２ 社会保障の充実

２－４－１ 高齢者支援の充実

２－５－１ 障害者支援の充実

１ 産業
１－１－１ 農業の振興

１－２－１ 商業の振興

１－３－１ 産業振興と就労支援の充実

１－４－１ 観光の振興

１－１ 農業の振興

１－２ 商業の活性化

１－３ 産業振興と就労支援の充実

１－４ 観光の振興

６ 行財政
６－１－１ 市民参加の促進

６－２－１ 人権意識の高揚

６－２－２ 平和意識の高揚

６－３－１ 健全な行財政運営

６－１ 協働によるまちづくりの推進

６－２ 人権・平和意識の高揚

６－３ 健全な行財政運営

４ 生活基盤

４－１－１ 防災・減災のまちづくり

４－２－１ 計画的なまちづくりの推進

４－３－１ 道路の整備

４－３－２ 健全な上下水道経営

４－３－３ 上下水道施設の整備

４－４－１ 交通安全・防犯対策の推進

４－１ 防災・減災対策の充実

４－２ 安全で快適なまちづくりの

推進

４－３ 道路と上水道及び下水道

の整備

４－４ 交通安全・防犯対策の推

４－２－２ 公共交通の充実

５ 環境
５－１ 自然に親しむ空間づくりの

推進

５－２ 循環型社会の構築

５－１－１ 自然に親しむ空間整備の推

５－２－１ 資源循環の推進

５－３ 良好な地域環境の保全 ５－３－１ 良好な地域環境の保全
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６ 前期基本計画 

１ 働く人がいきいきと輝く 活力のまち（産業の分野） 

１－２ 商業の活性化 

 

 

 

 

 

１－２－１ 商業の振興 

【現況と課題】 

① 地域資源を活かした店づくりを進めています 

 幹線道路沿いの大型商業施設の進出により、まとまりのある商業エリアを形成してい

ます。 

 大型商業施設に影響を受ける小規模事業者への支援が求められています。 

 商工会議所と連携し、中小企業者の経営支援を行っています。 

 地区計画及び用途地域の設定を行い、商業地の計画的な誘導を図っています。 

② 事業者支援を行っています 

 県や商工会議所と連携し、起業希望者への支援を行っています。 

 販路開拓を推進する補助制度の創設から、小規模事業者の経営革新を進めています。 

 新型コロナウイルス感染症のまん延により経営に影響を受けた事業者に対し、助成金

の交付や商品券の発行等を行い支援しています。 

③ 雇用情報の提供や相談業務を行っています 

 商工会議所と連携し、無料職業紹介センター事業を実施しています。 

 求人案内の配布や就業に関する相談業務を行い、求人者と求職者の要望に応じたマ

ッチングを行っています。 

 県が運営する移住支援ポータルサイトを通じて、求人情報等を掲載するとともに、市

の情報を発信しています。 

④ 事業支援により雇用の創出を図っています 

 関係機関と連携し、企業誘致による雇用の創出について調査・研究を進めています。 

県や商工会議所と連携し、起業支援や経営支援を行い、事業拡大と雇用創出に努めて

います。 

中心市街地ににぎわいと活気があふれるまち 

目指すべきまちの姿 

SAMPLE 

イメージ 
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【取組】 

① 大規模店舗と小規模店舗との共存 

 幹線道路沿いへの大型店舗の誘致を進めるとともに、商工会議所と連携し小規模店

舗の強みを活かした事業展開を支援します。 

 中小企業者の経営支援や情報発信の支援を行います。 

 適宜、地区計画の見直しを図り、適切な商業地の計画的誘導を進めます。 

② 経営革新・起業等の事業者支援 

 県や商工会議所と連携し、研修会や業種間交流の場を提供することにより、不安や疑

問の解消を図り、起業や経営革新の支援を行います。 

 小規模事業者に対する補助制度を拡充し、経営革新を支援します。 

 新型コロナウイルス感染症等の影響により不安を抱く起業希望者に対して、個々の事

情に合った創業支援を行います。 

 新型コロナウイルス感染症等の状況により、適宜事業者支援を行っていきます。 

③ 就職・再就職の支援 

 商工会議所やハローワーク渋川との連携により、求職者が求める雇用情報の提供や就

職相談を充実させ就職・再就職の支援を促進します。 

 職業訓練センターの活用を促進し、就職に向けた専門知識や技能習得を支援します。 

 県が運営する移住支援ポータルサイトを活用し、移住支援に取り組みます。 

④ 雇用の場の創出 

 関係機関と連携し、企業誘致を含め新たな雇用の場を創出します。 

 起業を支援することにより、地域からの雇用を創出します。 

 

 

【達成目標】 

指標名 単位 
令和３年度 
（実績） 

令和８年度 
（目標） 

目標指標の測定ある
いは取得の方法 

①小規模事業者数 件   5 年間の推移 

②創業支援件数 件   年間の支援件数 

③無料職業紹介センタ
ーによる就職採用率 

％   
年間の延べ求職者数に
対する就職者数の比率 

④起業支援件数 件   
市の企業支援サポート
制度を利用した件数 

 
関連する
個別計画 

竹田市都市計画マスタープラン 竹田市立地適正化計画 
竹田市創業支援事業計画  

 

SAMPLE 

イメージ 
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